
10．　定年延長
　

 2021年６月、国家公務員法・地方公務員法が改正され、公務員の

定年退職年齢が引き上げられました。この結果、1963年度に生まれ

た職員（2022年4月1日に満58歳）は61歳定年となり、以後、1964年

生まれは62歳定年と、１歳ずつ定年が延長され、1967年度生まれ以

降の職員は、全員が65歳定年となることが定められました。賃金そ

の他の勤務労働条件の詳細については、地公労と県の交渉を経て

2022年度中に、条例化されますが、現時点（2022年３月）で示され

ている内容は次の通りです。

※現行63歳定年である現業職員については下記参照。

①　定年引上げのシミュレーション

②　給与と退職手当

　・給与月額　

　60歳に達した日以後の、最初の4月1日以降降に適用される給

料表月額に100分の70を乗じた額とする。

　・退職手当 

　支給は「定年退職」後。「ピーク時特例」を適用し60歳時点

の給与月額で額が算定する。

③　暫定再任用制度と定年前再任用短時間勤務制度

　・暫定再任用  

　2023年度から65歳定年の完成年度である2031年度までの９年

間、定年退職後の61～65歳の職員に、現行の再任用制度を適用

する。

　・定年前再任用短時間勤務

　定年引き上げに該当する1963年度以降に生まれた職員に対し

て、「多様な働き方のニーズに対応」するため、定年前に一旦

退職し、61歳以降本来の定年退職年齢までの間、短時間勤務を

認めるとした制度。勤務時間や賃金は現行再任用制度のハーフ

タイム勤務と同じだが、再任用制度と異なりフルタイム勤務に

復帰することはできない。

※太字が定年退職年齢。現在63歳定年の現業職員は、2029年度から

適用のため、2023・2025・2027年度末は、現業職員を除いて定年

退職者なし。2029・2031年度末は全職種で定年退職者なし。
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Ⅳ　教職員の定数

１．定　　数
　現在、学級編制については、１学級40人を標準としていますが、県教

委ごとに特に必要があると認めた場合は、40人未満の少人数学級編制も

可能です。

　定数法における「生徒収容定員」数は、実際に在籍している生徒数で

はなく入学定員をさしていますから、生徒収容定員の40人を、これまで

の１学級と換算して考えることができます。

　標準定数は、原則として定数法第９条〜第21条によって算定された数

の合計となり、さらに、定数法施行令による加算（政令加算）が加えられ

ます。

２．高等学校の定数算定
（1） 校長・教頭

（2）  教諭等（副校長・教頭・主幹教諭・指導教諭・教諭・助教諭・講師）
　　①　定数法に基づく標準定数（定数法第９条）

全　日　制

算 　　定　　 基　　 準生徒収容定員

１

計

校　　長 教　　　　　　　　　　頭

学校数×１

全日制課程

定時制課程

生徒収容定員201人以上　課程数×１

　複数配置基準

　　大学科複数設置課程　　　生徒収容定員　681人以上

　　大学科複数設置課程以外　生徒収容定員　921人以上

通信制課程　　　　　　　　　　　　課程数×１

  40人以下

  41人〜  80人

  81人〜 120人

生徒数÷8

生徒数÷11.4

生徒数÷15

②　給与と退職手当

　・給与月額　

　60歳に達した日以後の、最初の4月1日以降降に適用される給

料表月額に100分の70を乗じた額とする。

　・退職手当 

　支給は「定年退職」後。「ピーク時特例」を適用し60歳時点

の給与月額で額が算定する。

③　暫定再任用制度と定年前再任用短時間勤務制度

　・暫定再任用  

　2023年度から65歳定年の完成年度である2031年度までの９年

間、定年退職後の61～65歳の職員に、現行の再任用制度を適用

する。

　・定年前再任用短時間勤務

　定年引き上げに該当する1963年度以降に生まれた職員に対し

て、「多様な働き方のニーズに対応」するため、定年前に一旦

退職し、61歳以降本来の定年退職年齢までの間、短時間勤務を

認めるとした制度。勤務時間や賃金は現行再任用制度のハーフ

タイム勤務と同じだが、再任用制度と異なりフルタイム勤務に

復帰することはできない。

11．　高齢者部分休業について（2023年４月１日から取得可能）
　55歳に達した日の翌年度４月１日以降から定年退職日まで部分休

業できる制度です。2022年度末までには条例化される予定ですが、

現時点で示されているものは次の通りです。

　概要として、高齢期による諸事情（家族の介護、体力の低下、セ

カンドキャリアにむけた準備等）や地域貢献（ボランティア等の地

域活動への参画等）のための時間創出などに対応するために、公務

の運営に支障のない限りにおいて、一週間あたりの勤務時間数が２

分の１を超えない範囲内で取得することができます。また、退職を

してからの定年前再任用短時間勤務とは異なるため、フルタイムに

復帰することが可能となっています。しかしながら勤務しない時間

は賃金が減額されるうえ、連動して一時金や退職金等の各種手当に

も影響します。

※2022年９月時点、細部については検討中
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